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2022年２月２日 

各 位 

 

会 社 名 前 田 工 繊 株 式 会 社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 兼 C O O  前 田 尚 宏 

     （コード番号 : 7 8 2 1  東証第一部） 

問合せ先 取 締 役  常 務 執 行 役 員  斉 藤 康 雄 

         （ T E L． 0 7 7 6 - 5 1 - 3 5 3 5） 

 

連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 

当社は、2022年２月２日開催の取締役会において、下記のとおり、当社の連結子会社であるMDKメ

ディカル株式会社（以下「MDKメディカル」）の全株式を譲渡することを決議いたしましたので、お知

らせいたします。 

 

記 

 

１．株式譲渡の理由 

MDK メディカルは、2019 年６月 28 日付で M.A. Med Alliance SA（以下「Med Alliance 社」）との

間で Med Alliance 社が開発する末梢動脈疾患治療用の薬剤溶出バルーンを日本市場で独占的に販売

する契約を締結しました。2020 年７月からは浅大腿動脈等を対象とした治験を開始し、2021 年９月

には治験患者の組入が完了しました。一方で、MDK メディカルでは、現在治験中の浅大腿動脈等に加

え、膝下動脈の疾患について新たに治験を行うことを Med Alliance 社と協議してまいりましたが、

今般、Med Alliance社から MDKメディカルを買収したいとの申し出がありました。 

当社は、Med Alliance 社が他の疾患を含めて日本で治験を実施することが、日本の患者様に新た

な治療の選択肢を早期に提供できることとなり、Med Alliance 社の企業価値の最大化に資するとと

もに、Med Alliance社の株主である当社にとっても有効と判断したため、MDKメディカルの全株式を

Med Alliance社に譲渡することといたしました。 

なお、当社グループとしましては、報告セグメント「ヒューマンインフラ事業」における子会社株

式譲渡に伴い、今後は主力である「ソーシャルインフラ事業」及び「インダストリーインフラ事業」

における営業体制の強化や生産設備能力の増強、Ｍ＆Ａの実践に注力し、企業価値向上を図ってまい

ります。 

 

２．異動する子会社の概要 

(１) 名 称 MDKメディカル株式会社 

(２) 所 在 地 福井県坂井市春江町沖布目第 38号３番地 

(３) 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 前田 征利 

代表取締役社長 古瀬 和宏 

(４) 事 業 内 容 医療機器の開発、製造、販売 

(５) 資 本 金 １億円 

(６) 設 立 年 月 日 2019年６月 21日 

(７) 大株主および持株比率 当社 100％ 
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(８) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 2019年９月期 2020年９月期 2021年９月期 

 純 資 産 88百万円 △240百万円 △651百万円 

 総 資 産 98百万円 106百万円 130百万円 

 売 上 高 － － － 

 営 業 利 益 △10百万円 △327百万円 △407百万円 

 経 常 利 益 △11百万円 △328百万円 △411百万円 

 当 期 純 利 益 △11百万円 △328百万円 △411百万円 

 

３．株式譲渡の相手先の概要 

(１) 名 称 M.A. Med Alliance SA 

(２) 所 在 地 Rue de Rive 5, 1260 Nyon, Switzerland 

(３) 代 表 者 Jeffrey B. Jump 

(４) 事 業 内 容 医療機器の開発、製造、販売 

(５) 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

当社との間に記載すべき人的関係及び取引関係はありませ

ん。また、当社の関連当事者には該当いたしません。 

※ 契約上の守秘義務により、上記以外の情報は非公表とさせていただきます。 

 

４．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

(１) 異動前の所有株式数 1,000株（100%） 

(２) 譲 渡 株 式 数 1,000株 

(３) 譲 渡 価 額 非公表 

(４) 異動後の所有株式数 0株（0%） 

※ 譲渡価額につきましては、契約上の守秘義務により非公表とさせていただきます。 

 

５．日 程 

(１) 取 締 役 会 決 議 日 2022年２月２日（水） 

(２) 契 約 締 結 日 2022年２月２日（水） 

(３) 株 式 譲 渡 実 行 日 2022年２月下旬頃 

 

６．今後の見通し 

本件による当社連結業績に与える影響は軽微であり、現時点で 2022 年６月期第２四半期及び通期

業績予想に変更はありません。今後、修正が必要と判断した場合には速やかに公表いたします。 

 

以上 


